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スピンオフ税制の拡充
〜令和 5 年度税制改正によるパーシャルスピンオフに係る税制措置の創設〜

1. 改正前のスピンオフ制度の課題
改正前のスピンオフ制度おいては、スピンオフを⾏う法⼈（現物分配法⼈）が有する完全⼦法⼈株式の全部を移転すること
が要件の⼀つとされていたため、法⼈に持分の⼀部を残すもの（いわゆるパーシャルスピンオフ）については、「株式分配」に該
当せず、課税の繰延べが認められていなかった。 

2. 改正の概要
(1) 制度創設の背景
段階的に分離・独⽴したい、元親会社との関係を残したいという意向を持つ企業によるスピンオフの活⽤を促進することによ
り、事業の分離独⽴を促進し、企業が有する経営資源（⼈材、技術等）の潜在⼒を発揮させることにより、⼤企業発のス
タートアップの創出や、事業ポートフォリオの最適化により我が国企業・経済の更なる成⻑を図ることを⽬的とし、パーシャルスピ
ンオフに係る税制措置が創設された1。

(2) 改正の概要
令和 5 年 4 ⽉ 1 ⽇から令和 6 年 3 ⽉ 31 ⽇までの間に産業競争⼒強化法の事業再編計画の認定を受けた法⼈が同法
の特定剰余⾦配当として⾏う現物分配で完全⼦法⼈の株式が移転するものは、株式分配に該当することとされ、次の要件

1 「令和 5 年度（2023 年度）経済産業関連 税制改正について」（経済産業省ウェブサイト（PDF））の 11 項を参照 

Executive Summary 

 ⼤企業発のスタートアップの創出や、事業ポートフォリオの最適化により我が国企業・経済の更なる成⻑を図ることを
⽬的とし、スピンオフ（現物分配）を⾏う企業に持分の⼀部（20％未満）を残す場合（パーシャルスピンオフ）に
おいても⼀定の要件を満たす場合には、適格株式分配に該当するものとして現物分配法⼈において譲渡損益課税
が繰り延べられることとなった。また、株主側にあっても、配当課税が⾏われないとともに、株式の(部分)譲渡損益に
ついては課税が繰り延べられる

 当該適⽤を受ける場合、令和 5 年 4 ⽉ 1 ⽇から令和 6 年 3 ⽉ 31 ⽇までの間に産業競争⼒強化法の事業再
編計画の認定を受ける必要がある。また、事業再⽣計画の認定を受けるまでの所要時間の⽬安は 3 カ⽉程度とさ
れている



 

に該当するものは、適格株式分配に該当することとされた（措法 68 の 2 の 2、措令 39 の 34 の 3①、令和 5 年 3 ⽉ 30
⽇経済産業省告⽰第 50 号、事業再編の実施に関する指針）。 

 その法⼈の株主の持株数に応じて完全⼦法⼈の株式のみを交付するものであること 

 その現物分配の直後にその法⼈(現物分配法⼈)が有する完全⼦法⼈の株式の数が発⾏済株式の総数の 20％未満
となること 

 完全⼦法⼈の従業者のおおむね 90％以上2がその業務に引き続き従事することが⾒込まれていること 

 適格株式分配と同様の⾮⽀配要件、主要事業継続要件及び特定役員継続要件を満たすこと 

 以下のいずれかの要件を満たすこと3 

 完全⼦法⼈の特定役員に対し、ストックオプション（新株予約権）が付与されている⼜は付与される⾒込みがある
こと 

 完全⼦法⼈の主要な事業が、事業開始から事業計画認定の申請の⽇までの期間が 10 年以内であること 

 完全⼦法⼈の主要な事業が、成⻑発展が⾒込まれることについて⾦融商品取引業者が確認したこと 

本改正により、いわゆるパーシャルスピンオフであっても、⼀定の要件を満たす場合には、適格株式分配に該当するものとして
現物分配法⼈において譲渡損益課税が繰り延べられることとなった。また、株主側にあっても、配当課税が⾏われないととも
に、株式の(部分)譲渡損益については課税が繰り延べられる。 

 

 

  

 

2 改正前は「完全⼦法⼈の従業者のおおむね 80％以上がその業務に引き続き従事することが⾒込まれていること」が要件とされていた。 
3 当該要件は当該改正により新たに追加された要件である。 



 

(3) 事業再編計画の認定 
本制度は令和 5 年 4 ⽉ 1 ⽇から令和 6 年 3 ⽉ 31 ⽇までの間に産業競争⼒強化法の事業再編計画の認定を受けた法
⼈が対象となるが、事業再編計画の認定を受けるに当たっては以下の要件4を満たす必要がある。 

要件（6 要件） 要件の具体的内容 

計画期間 3 年以内（⼤規模な設備投資を⾏うものに限り 5 年） 

⽣産性の向上 
（事業部単位） 

計画終了年度において次のいずれかの達成が⾒込まれること。 
① 修正 ROIC 2％ポイント向上 
② 固定資産回転率（有形固定資産＋ソフトウェアの回転率） 5%向上 
③ 従業員 1 ⼈当たり付加価値額 6%向上 

財務の健全性 

（企業単位） 

計画終了年度において次の両⽅の達成が⾒込まれること。 
① 有利⼦負債／キャッシュフロー≦10 倍  
② 経常収⼊＞経常⽀出 

雇⽤への配慮 計画に係る事業所における労働組合等と協議により、⼗分な話し合いを⾏うこと、かつ実施に際し
ての雇⽤の安定等に⼗分な配慮を⾏うこと。 

事業構造の変更 
次のいずれかを⾏うこと。 
①合併、②会社の分割、③株式交換、株式移転、株式交付、④事業⼜は資産の譲受け、譲
渡、⑤出資の受⼊れ、⑥他の会社の株式・持分の取得、⑦会社の設⽴、⑧有限責任事業組合
に対する出資、⑨施設・設備の相当程度の撤去 等 

前向きな取組 

計画の終了年度において次のいずれかの達成が⾒込まれること。 
① 新商品、新サービスの開発・⽣産・提供 
⇒ 新商品等の売上⾼⽐率を全社売上⾼の１％以上 
② 商品の新⽣産⽅式の導⼊、設備の能率の向上 
⇒ 商品等１単位当たりの製造原価を５％以上削減 
③ 商品の新販売⽅式の導⼊、サービスの新提供⽅式の導⼊ 
⇒ 商品等１単位当たりの販売費を５％以上削減 
④ 新原材料・部品・半製品の使⽤、原材料・部品・半製品の新購⼊⽅式の導⼊ 
⇒ 商品１単位当たりの製造原価を５％以上削減 

 

3. おわりに 

令和 5 年度税制改正においてパーシャルスピンオフに係る税制措置が創設されたことにより、本制度の利⽤を検討する会社も
あると思われる。ただし、パーシャルスピンオフの適⽤に当たり、令和 5 年 4 ⽉ 1 ⽇から令和 6 年 3 ⽉ 31 ⽇までの間に産業
競争⼒強化法の事業再編計画の認定を受ける必要がある。この点、事業再編計画の認定を受けるまでの所要時間の⽬安
は 3 カ⽉程度5とされており、パーシャルスピンオフの活⽤を検討する場合には当該所要期間も勘案し、検討する必要がある。 

（東京事務所 ⻑⾕川 芳孝、中島 礼⼦、奥村 恭平） 

  

 

4 「産業競争⼒強化法における事業再編計画の認定要件と⽀援措置について」（経済産業省ウェブサイト（PDF）4 項） 
5 「事業再編 Q＆A」（経済産業省ウェブサイト（PDF）） 



 

過去のニュースレター 

過去に発⾏されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
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